学校における持続可能な保健管理の在り方に関する調査検討会
中間まとめに対する回答票
全国連合小学校長会

	１．健康診断の意義等

	健康診断が単なる身体疾患の発見にとどまらず、虐待や生活困窮、メンタルヘルスの課題を早期把握する重要な機会であることを再認識した。学校経営として、保健室からの気付きをスクールカウンセラーや福祉機関・行政とつなぐ「チーム学校」の支援体制強化が望まれる。
日頃の健康観察に加え、健診時の皮膚の状態や着衣、表情等から児童の微細なSOSを察知する重要性を改めて実感した。発見した課題を単なる「要受診」で終わらせず、個別相談や保護者支援にどう確実につなげるかが重要である。



	２．健康診断の実施項目・実施方法

	①　個別の健康診断項目
眼科・耳鼻咽喉科健診や結核問診等の学年限定（重点化）は、地域で深刻化する学校医の確保困難の緩和や、教職員の負担軽減に大きく貢献すると考える。脊柱検査機器などの最新技術導入にあたっては、教育委員会や自治体による予算・体制支援を期待する。
成長曲線の作成義務化や尿検査への「潜血」追加により、データ管理等の実務は増加する一方、健診自体の対象学年縮小により受診対応の負担は減るため、省略された学年・項目においては日常の健康観察や保健調査表での見落としがないよう、より注意深く観察・把握していく必要がある。

②　心の健康の保持のための健康診断等の在り方
児童の自殺リスク予防や不登校対策として、1人1台端末等を活用した早期発見の仕組みは極めて重要である。心身の不調が判明した児童に対し、地域の児童精神科等の医療機関を速やかに受診できるようにするためにも、教育委員会と医療・行政との連携ネットワーク構築を強く望む。
アプリ等による日々の変化の把握は早期対応に有用だが、アラートが出た児童への面談や保護者対応が養護教諭一人に過度に集中することを懸念する。学級担任や学年主任等と役割分担を行い、組織で対応するフローを確立する必要がある。



	３．健康診断の実施時期

	従来の一律「6月30日締め切り」が緩和されることで、学校医の日程調整がつきやすくなり、学校行事との調整や年間計画の策定に柔軟性が生まれる。
春先に過密化していた健診業務や問診票回収などの過重な事務作業が分散される点は大きなメリットであるが、心臓検診や尿検査などで運動制限や配慮が必要な児童の把握が遅れないよう、予診や要配慮者の優先受診などの工夫が求められる。



	４．児童生徒等のプライバシーや心情への配慮

	診察時に衣服をめくる必要性やプライバシー保護の取組について、学校医と事前に打ち合わせを重ね、保護者へ事前の丁寧な説明を行う責任がある。受診を拒否・躊躇する家庭に対して、個別受診等の選択肢を提示する手引きやトラブル防止のルール作りが望まれる。会場内のパーティション設置、男女別の実施、立ち会い教職員の配置など、現場でのプライバシー配慮の具体化を徹底する。事前に丁寧な説明を行っても理解が得られない場合、医療機関での個別受診を促す確認文書の取り交わしなど、個別の保護者対応・調整が重要になる。



	５．今後検討すべき事項

	（１）健康診断を受けることができなかった児童生徒等に対する健康診断
不登校児童の増加に対応するため、学校単独ではなく教育委員会や地域の医師会と連携した受診機会の確保を整備する必要がある。デジタル化による事務の効率化や情報引継の円滑化が望まれる。
不登校児童や保護者への声かけ・受診案内は個別の配慮が必要であり、負担が大きい。マイナポータル等を活用した学校健診PHRや校務支援システムの連携が進み、紙の保健調査票や健診結果の転記・転記ミス防止など、手書き事務の負担が大幅に軽減されることを強く望む。

（２）健康診断に求められる役割を踏まえた実施体制の在り方
学校医の確保自体が難しくなっている地域もあるため、学校単位の委嘱だけでなく、集団健診や健診機関・医師会との組織的連携へシフトしていく必要がある。学校保健の質を保ちつつ、学校医や教職員の過度な負担にならないよう、自治体や行政が主導する広域的な実施体制の構築を期待する。
求められる役割（健康相談、心理・社会面への配慮、指導等）が増える一方で、健診当日の準備や進行管理、事後措置の事務に追われるのが現状である。眼科・耳鼻科などの専門医受診や集団健診の外部委託・地域連携が進むことで現場の設営・案内等の負担が減り、本来注力すべき「事後指導や個別の健康相談」に時間を使えるようになることを望む。

（３）学校健康診断情報の利活用
マイナンバーやPMHとの連携によるデジタル化は、学齢期から生涯にわたる健康管理や情報引継の面で非常に有効である。導入・運用にあたっては、セキュリティ・個人情報保護の担保や費用負担のあり方を自治体側で明確にし、学校が過度な管理責任やコストを負わない形でのシステム整備が望まれる。
紙の保健調査票や健診結果の転記・入力作業、進学・転校時の紙による送付などのアナログな業務が大幅に削減される期待が大きい。校務支援システムとの自動連携やPMH経由でのスムーズな情報共有が実現すれば、誤記リスクがなくなり、保護者や医療機関との情報共有も非常に迅速・確実になると考える。



	その他

	





御多用のところ恐れ入りますが、令和８年10月５日（月）までに以下の宛先までメールにて御回答をお願いします。


【担当】文部科学省総合教育政策局健康教育・食育課　金川、吉川
E-mail　kenshoku@mext.go.jp
